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令和４年度（対象：令和３年度） 

日吉津村地方創生総合戦略 

評価検証報告書 

（案） 

 

＜ 内 容 ＞ 

１． 総合戦略の評価について 

２. 総合戦略の進捗状況の概要について 

  人口の状況 

  基本目標と重要業績評価指標（KPI）の状況 

・基本目標１ 

住んでみたい、住み続けたいむらづくり  

・基本目標２ 

結婚・出産・子育てしやすいむらづくり  

・基本目標３ 

働き続けられるむらづくり  

・基本目標４ 

魅力あふれるむらづくり  

３. 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）事業効果検証報告書について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日吉津村 

日吉津村総合政策課 

（令和４年８月報告） 

 

資 料 １ 



2 

 

１. 総合戦略の評価について 

（１） 評価検証の目的 

 日吉津村地方創生総合戦略は PDCA サイクルを活用しながら着実に推進するこ

ととしており、進捗について毎年度評価を実施し、今後の施策や事業の改善に活

用します。 

「日吉津村地方創生総合戦略推進本部」での内部検証、外部有識者で構成する「日

吉津村地方創生推進会議」での外部検証を行い客観的に基本目標及び重要業績評

価指標（KPI）の進捗状況を把握し、評価結果は議会に報告するとともに村民に公

表します。 

≪国の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」より抜粋≫ 

附論 第１章 まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則 

５．結果重視 

 施策の結果を重視するため、明確な PDCA メカニズムの下に、客観的データ

に基づく現状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設定し

た上で施策に取り組む。 

 その後、政策効果を客観的な指標により検証し、必要な改善を行う。 

 

＜参考：検証の流れ＞ 

内 部 検 証 日吉津村地方創生推進本部（管理職） 

  ↓ 

外 部 検 証 日吉津村地方創生推進会議 

  ↓ 

報告・公表 村議会・村ホームページ 

 

（２） 評価検証の具体的な方法 

 総合戦略の評価検証は、「総合戦略の全体評価」、「基本目標の評価」及び「施策

の評価」で構成します。 

 なお、検証にあたっては、４つの基本目標毎に設定した「数値目標（KGI）」、及

び 13 の施策毎に設定した「重要業績成果指標（KPI）」の達成度を確認するととも

に、それらの達成状況等に重点を置いて評価します。 

 

 

 

 

■KGI（Key Goal Indicator）：戦略を達成するうえでゴールとなる目標を定量的に示した指標 

■KPI（Key Performance Indicator）：KGI に到達するまでのプロセスを定量的に評価するための指標 



3 

 

【評価区分及び項目にする説明】 

①総合戦略の全体評価 

項  目 記  述 

（１）総括評価 「基本目標の評価」を踏まえた戦略全体の総括 

（２）地方創生会議の意見 村の総括評価に対する地方創生推進会議の意見 

（３）今後の取組方針 
「基本目標の評価」及び「地方創生会議の意見」を

踏まえた戦略全体の今後の展開方針 

 

②基本目標の評価 

項  目 記  述 

（１）数値目標の進捗 実績値、達成度 

（２）基本目標の評価 
達成度評価、評価の判断理由、評価を踏まえた今後

の取組方針 

 

【達成度評価判定区分】 

判  定 区  分 

達成 実績値が目標値以上 

おおむね達成 実績値が 80％以上 

努力を要する 実績値が 80％未満 

実績値なし 実績値が無いため評価できない 

<達成度の算定方法> 

達成度（％） ＝ 実績値 ／ 目標値 × 100 

 

③施策の評価 

項  目 記  述 

（１）基本事項 
施策目標、事業内容、評価指標（KPI）の実績値と達

成度 

（２）結果・自己評価 施策結果、評価、地方創生会議の意見 

（３）継続・改善点 今後に向けた取り組み方針 
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２. 総合戦略の進捗状況の概要について 

（１） 基本事項 

① 戦略の位置付け・目的 

 日吉津村地方創生総合戦略は、平成 26 年 11 月に制定された「まち・ひと・し

ごと創生法」に基づき、本村の実情に応じた「まち・ひと・しごと創生」に関する

施策について基本的な方向を定めるものです。 

 本村では平成 27 年９月に「日吉津村地方創生総合戦略」（第１期総合戦略）及

び「日吉津村人口ビジョン」を策定し、各施策に取り組んできました。 

令和３年２月には、国の動向を踏まえ、人口、経済、地域社会の課題に一体的・

持続的に取り組むため「第２期日吉津村地方創生総合戦略」（第２期総合戦略）を

策定しました。 

村の最上位計画である第７次日吉津村総合計画に掲げる基本構想を踏まえつ

つ、「人口減少の歯止め」「人口減少社会の中での幸福な暮らしの維持」の２つの視

点にたって本村独自の総合戦略として集中的に展開していくために策定していま

す。 

 

② 戦略の期間 

令和３年４月～令和８年３月 

 

③ 戦略の骨格 

～日吉津村の地方創生～ 

◎ 2060 年(R42)に 3,600 人の人口を目指します。 

 

◎ 4 つの項目によりこの戦略を推進します。 

①住んでみたい、住み続けたいむらづくり（住むなら日吉津！） 

②結婚・出産・子育てしやすいむらづくり（子育てなら日吉津！） 

③働き続けられるむらづくり（仕事づくり！） 

④魅力あふれるむらづくり（元気なむらづくり！） 
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（２） 人口の状況 

村では以下の人口ビジョンを掲げています。 

２０６０年（Ｒ４２）に３，６００人の人口を目指す 

 

【日吉津村の人口動態（基準日１月１日）】            （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域別の社会動態】                      （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 合計

転入 9 4 4 13 30
転出 11 13 6 9 39

転入 8 12 13 4 37
転出 11 12 10 12 45

転入 47 10 23 9 89
転出 49 27 20 10 106

島根県 10 0 2 3 15
転入 15 9 8 15 47
転出 5 9 6 12 32

その他の地域 △ 7 9 △ 5 4 1
転入 11 18 8 11 48
転出 18 9 13 7 47

13 7 1 18 39
転入 124 123 110 117 474
転出 111 116 109 99 435

9 △ 10 2 20 21

県内

合計

（東京・千葉・埼玉・神奈川）

（大阪・京都・兵庫）

（岡山・広島・山口）

△ 2

△ 2

東京周辺

大阪周辺

中国地方（島根県以外）

△ 3 0 3 △ 8 △ 8

△ 17 3 △ 1 △ 17

△ 9 △ 2 4 △ 9

H31.1 R2.1 R3.1 R4.1

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

人口 3,559 3,554 3,554 3,575

社会増減 9 △ 10 2 20

転入計 214 176 166 169

県外転入者数 90 53 56 52

県内転入者数 124 123 110 117

転出計 205 186 164 149

県外転出者数 94 70 55 50

県内転出者数 111 116 109 99

自然増減 2 5 △ 5 △ 1

出生者数 33 42 31 31

死亡者数 31 37 36 32
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 本村の社会動態は、県外への流出が続いているものの、米子市をはじめとした

県内からの流入が上回っていることにより増加している状況です。 

 

 

（３） 基本目標と重要業績評価指標（KPI）の状況（令和３年度末時点） 

👉次ページ参照 

県外

38%

県内

62%

転出先

県外

35%

県内

65%

転入元



基本目標１ 評価

目標

指標項目 人口の社会動態

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 75人

実績値 66人 20人 － － － －

達成度 26.7% － － － －

（単年達成度） (133.3%) 単年目標値 (15人)

◆戦略の進捗分析／評価（総括）

住んでみたい、住み続けたいむらづくり

日吉津村の暮らしやすさ、立地条件の良さ、自然環境の住みやすさを広く発信し、移住定住の促進を図ります。

◆数値目標（KGI）

達成

【人口の社会動態】
　平成27年と令和２年の国勢調査を比べると、鳥取県では唯一日吉津村のみ人口が増加しており、1.8％の増加率でした。
　令和３年12月末時点の日吉津村の総人口は3,575人で、令和３年１月から12月の社会増減数は20人（転入：169人　転出：149人）で
した。
　基本目標１の目標値は、人口の社会動態が令和３年から令和７年までの５年間の累計が75人以上になることであるため、１年目であ
る本年度は15人（75人/５年＝15人）以上の社会動態の増加があれば達成しているといえます。令和３年の人口の社会動態は20人の増
加であるため、目標数値（KGI）は「達成」と評価することができます。
　また、日吉津村における人口1,000人あたりの社会増減率は5.7‰であり、鳥取県で２番目に高い数値となっています。日吉津村の移
住者の前住所地をみると、米子市などの鳥取県西部、または安来市など島根県東部からの転入が多く、地方への移住が注目されるな
か、日吉津村としても首都圏からの移住者の確保についての施策を講じる必要があります。

備考

R3からR7の累計

基本目標１



基本目標１

施策１－１ 11

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 移住定住支援事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 移住定住支援金 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 結婚・子育て世帯等応援補助金 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 空き家の解消と住宅建築可能土地の確保 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 100人

実績値 100人 55人 － － － －

達成度 55.0% － － － －

（単年達成度） (55.0%) 単年目標値 (100人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 90人

実績値 94人 51人 － － － －

達成度 143.3% － － － －

（単年達成度） (143.3%) 単年目標値 (90人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 50棟

実績値 17棟 18棟 － － － －

達成度 36.0% － － － －

（単年達成度） (180.0%) 単年目標値 (10棟)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

住んでみたい、住み続けたいむらづくり

移住・定住支援

移住定住総合相談窓口の拡充を行い移住希望者の支援を行うとともに、空き家情報の情報発信や住宅に関す
る各種補助制度を活用することで、移住者が日吉津村で安心して定住できる村をめざします。

備考

総合政策課

総合政策課

総合政策課

R3からR7の平均

空き家や宅地情報について村のホームページに掲載するとともに、所有者へ早期にアプロー
チをして土地や住宅の利活用を推進します。

総合政策課

東京23区から日吉津村に移住し、鳥取県が指定する事業所に就職した者へ交付金を支給する
ことで移住しやすい環境を整えます。

村内に新規で専用戸建住宅を取得し、継続して村にお住いの40歳未満の世帯へ補助金を支給
し定住を図ります。

・日吉津村への移住希望者は多いが、市場に出ている住宅建築可能な土地、空家の数が少な
いため、更なる掘起しが必要となります。
・首都圏の移住希望者へ日吉津村のPRをする機会が少ないため、県外からの移住者が少ない
状態です。

評価指標
（KPI）

評価指標
（KPI）

評価指標
（KPI）

事業内容
（P）

20～30代の転入者数

（活動実績）
・村内企業のPR動画の作成
・東京23区移住者支援金　0件
・結婚・子育て世帯等応援補助金　13件
・新築住宅補助金支給世帯　のべ17世帯
・空き家解消　11棟

移住定住総合相談窓口を設置し、結婚から就労、定住まで、IJUターン希望者を総合的に支援
します。

専用住宅新築棟数

20～30代の転出者数

・住宅を取得した子育て世帯への補助金について、住宅メーカー等へ情報提供したことで、
申請数が目標を上回り、若い世代の定住が増えました。

備考

備考

R3からR7の平均

R3からR7の累計

評価
（C）

施策1-1



３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・空家、土地の所有者へアンケート調査を行い、住宅建築可能な土地の更なる掘起しと、空家の解消を促進
します。
・日吉津村の移住定住に係る支援施策や各種情報について、ホームページを活用して広く周知します。
・日吉津村が生活圏域ではない方が、日吉津村に魅力を感じ移住先として選択できるよう、県が主催するオ
ンラインイベント等を活用しPRを進めます。

委員会意見

施策1-1
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１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 地域魅力発信事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 ホームページ運営事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 400件

実績値 10件 4件 － － － －

達成度 1.0% － － － －

（単年達成度） (5.0%) 単年目標値 (80件)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

総合政策課

村のお知らせや各種施策についてわかりやすく伝わるよう、村のホームページを運営してい
ます。

・日吉津村の魅力の情報発信を通して「ひえづのファン」を増やすことで「まち」と「人」の好循環が生ま
れるよう、特にSNSを活用した情報発信に取り組みます。
・行政の情報が円滑に届くように、役場職員を対象とした研修会を開催し、ホームページ編集スキルの向上
を図ります。

（活動実績）
・総合パンフレットの作成
・ショッピングセンターでのPRブース設置
・名刺・封筒の新デザイン

評価
（C）

・ショッピングモールでのパンフレット配布部数が増加し、日吉津村の交流人口が増加しま
した。

・社会情勢の変化から村民が情報を取得する媒体も変化しており、多様な媒体（広報誌、
ケーブルテレビ、ホームページ、SNS）での情報発信が必要です。
・村内の状況（社会資源や新たな商業施設など）の変化に合わせ、総合パンフレットの内容
の更新が必要です。

委員会意見

評価指標
（KPI）

ＳＮＳ投稿数（インスタグラム）

備考

R3からR7の累計

住んでみたい、住み続けたいむらづくり

シティプロモーションの推進

日吉津村の魅力を効果的に発信し「ひえづのファン」を増やすことで交流人口を増やし、「まち」と「人」
が魅力を高めあう好循環が生まれる村をめざします。

事業内容
（P）

総合政策課

各種媒体（総合パンフレット、SNS等）を活用して、日吉津村の魅力を村内外に発信します。

施策1-2
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１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 大山山麓・日野川流域観光推進協議会広域連携事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 海浜エリアの活性化 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 海浜運動公園管理事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 ふるさと納税推進事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 企業版ふるさと納税推進事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 1,000千人

実績値 1,024千人 689千人 － － － －

達成度 68.9% － － － －

（単年達成度） (68.9%) 単年目標値 (1,000千人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 14,000人

実績値 13,583人 7,785人 － － － －

達成度 55.6% － － － －

（単年達成度） (55.6%) 単年目標値 (14,000人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 100,000千円

実績値 1,989,930千円 92,945千円 － － － －

達成度 92.9% － － － －

（単年達成度） (92.9%) 単年目標値 (100,000千円)

指標項目

基準値 R2 R3 R4 R5 R6

目標値 R1 － － － － 10,000千円

実績値 － 1,500千円 4,000千円 － － －

達成度 15.0% － － － －

（単年達成度） (75.0%) 単年目標値 (2,000千円)

評価指標
（KPI）

企業版ふるさと納税寄附額

備考

R2からR6の累計
（※税額控除の適用期限が
R6までのためR2～R6）

評価指標
（KPI）

ふるさと納税寄附額

備考

毎年

海浜運動公園利用者数

備考

R3からR7の平均

評価指標
（KPI）

総合政策課

海浜運動公園をはじめ、海浜エリアの活性化に向け検討委員会等を開催し、魅力のある海浜
エリアによる交流人口の増加をめざします。

総合政策課

税の優遇措置を活用して都市からの資金の流れをつくるとともに、日吉津村を応援する企業
が増え交流人口の増加につなげます。

総合政策課

魅力のある返礼品を開発し、ポータルサイトやアンテナショップなどでPRし、ふるさと納税
の推進を図っています。寄附金は、環境保全や教育の振興等趣旨に沿った事業へ活用してい
ます。

評価指標
（KPI）

観光入込客数（米子・皆生温泉周辺エリア）

住んでみたい、住み続けたいむらづくり

地域とつながるにぎわいの創出

観光誘客を促進するため海浜エリア活性化など、地域資源の活用を推進するとともに、ふるさと納税を活用
し交流人口の増加をめざします。

総務課

海浜運動公園を快適に利用できるように、有料施設の運営・管理を行っています。

事業内容
（P）

総合政策課

つながるマルシェの開催や観光雑誌への広告の掲載など広域で取り組んでいます。

備考

R3からR7の平均

施策1-3



２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・引き続き関係団体と連携し観光振興に取り組み、地域の魅力を圏域外へ発信します。
・魅力のある海浜エリアになるように村民とともに検討します。
・海浜運動公園の指定管理者の導入を検討します。
・ポータルサイトやホームページを活用した、ふるさと納税、企業版ふるさと納税の周知の強化を図りま
す。

（活動実績）
・キャンプ場利用者 4,097人、多目的広場利用者 1,052人、芝生広場利用者 2,630人、テニスコート利用者
6人　（計：7,785人）
・海浜運動公園管理者の携帯電話を導入
・ふるさと納税についてホームページ、鳥取県民コーナーや他県の県事務所やアンテナショップにおいてPR
・ふるさと納税寄附件数　2,628件
・企業版ふるさと納税寄附企業数　R2 2社　R3 3社

評価
（C）

・委託事業者と連携し、人気のある品（梨・カニ）の受付可能数を増やすことで、人気返礼
品の件数が伸びました。

・キャンプ場の宿泊利用者の増加に伴い夜を静かに過ごす方が増え、日帰り利用の団体との
トラブルが増加しています。
・観光振興について、ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた事業の検討が必要です。
・魅力あるふるさと納税返礼品の開発が必要です。

委員会意見

施策1-3



基本目標１

施策１－４ 9

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 情報システム等整備事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 500件

実績値 － － － － － －

達成度 － － － － －

（単年達成度） 単年目標値 (100件)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 10件

実績値 0件 0件 － － － －

達成度 0.0% － － － －

（単年達成度） (0.0%) 単年目標値 (2件)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 20様式

実績値 － 5様式 － － － －

達成度 25.0% － － － －

（単年達成度） (125.0%) 単年目標値 (4様式)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

（活動実績）
・自治体DX推進プロジェクト会議を開催（８回）し意見交換を実施
・共有フォルダのルール作り
・AI・RPA製品の情報収集や研究
・ショートメッセージサービスの導入検討

評価
（C）

・全庁的な自治体DX推進プロジェクト会議において各課の課題を共有することで、職員のデ
ジタル変革への意識が向上しました。

・基幹系 17 業務システム（住基、税、年金、福祉等）の標準仕様化に向け、各課の業務フ
ローの見直しが必要です。
・マイナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能にすることが求め
られています。

評価指標
（KPI）

電子申請手続き様式数

備考

R3からR7の累計

評価指標
（KPI）

オープンデータ公開件数

備考

R3からR7の累計

評価指標
（KPI）

住民向けAIチャットボット質問数

備考

R3からR7の累計

住んでみたい、住み続けたいむらづくり

未来技術の活用

デジタル技術を活用してあらゆる世代に使いやすい行政サービスを提供し、ニューノーマル（新しい生活様
式）に対応した村をめざします。

事業内容
（P）

総合政策課

自治体DXの推進を図り、行政手続きのオンライン化などデジタル技術を活用し、行政サービ
スの向上を推進します。

施策1-4



３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・令和７年度を目標時期とし、「(仮称)Gov-Cloud」の活用に向けた検討を踏まえ、基幹系 17 業務システム
について国の策定する標準仕様に準拠したシステムへの移行に対応するための準備を始めます。

委員会意見

施策1-4



基本目標２ 評価

目標

指標項目 婚姻届出数

基準値 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 H30 － － － － 100組

実績値 17組 17組 14組 － － －

達成度 17.0% 31.0% － － －

（単年達成度） (85.0%) (70.0%) 単年目標値 (20組)

指標項目 合計特殊出生率

基準値 R1 R2 R3 R4 R5

目標値 H30 － － － － 1.70

実績値 1.75 2.31 1.72 － － －

達成度 135.9% 118.5% － － －

（単年達成度） (135.9%) (101.2%) 単年目標値 1.70

◆戦略の進捗分析／評価（総括）

【婚姻届出数】
　数値目標（KGI）は令和元年から令和５年の累計で婚姻届出数が100組になることを設定しており、20組（100組/5年＝20組）の婚姻
届出数を超えると目標を達成しているといえます。令和元年（H31.1～R元.12）の婚姻届出数は17組（鳥取県合計：2,389組）、令和２
年（R2.1～R2.12）の婚姻届出数は14組（鳥取県合計：2,098組）であり、１年目の達成率は85.0％と、「おおむね達成」と評価できま
す。
　令和２・３年は、新型コロナウイルスの影響による出会いの場の喪失や結婚を先送りをしたことが要因として考えられます。しかし
婚姻数の減少は、新型コロナウイルス感染症の流行前から全国的な傾向として見られ、平成13年から平成30年は年間1.8％減少、平成
30年から令和２年は年間5.1％減少しており、新型コロナウイルス感染症の収束後であっても自然に目標が達成されるとは考えられに
くく、施策の強化が必要です。

【合計特殊出生率】
　数値目標（KGI）は令和元年から令和５年の平均で合計特殊出生率が1.70であることを設定しており、1.70以上であれば目標を達成
しているといえます。令和元年（H31.1～R元.12）の合計特殊出生率は2.31（鳥取県合計：1.63）令和２年（R2.1～R2.12）の合計特殊
出生率は1.72（鳥取県合計：1.52）であり、目標「達成」と評価することができます。
　これは、20歳代や30歳代の若世代の転入者が多いことが要因の一つと考えられます。

結婚・出産・子育てしやすいむらづくり おおむね達成

未婚・晩婚化の進行に歯止めをかけ、充実した子育て環境を提供することで、安心して子育てができるむらをめ
ざします。

◆数値目標（KGI）

備考

R1からR5の累計

備考

R1からR5の平均

基本目標２



基本目標２

施策２－１ 5

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 結婚支援事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 － － － － － 10人

実績値 － 5人 － － － －

達成度 50.0% － － － －

（単年達成度） (250.0%) 単年目標値 (2人)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・周辺の自治体やえんトリ―事務局と連携し、多様なイベントの開催を検討するなど、えんトリー登録者の
増加に向けた取り組みを行います。

（活動実績）
・えんトリー入会登録料全額助成　５件
・えんトリーを広報誌、ホームページ、113ch、イオンモール日吉津で周知

評価
（C）

・えんトリ―の登録について広く周知を行うことで、親や友人からの後押しも得られ、登録
のきっかけとなっています。

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、お見合いイベントなどが実施できていま
せん。

委員会意見

評価指標
（KPI）

えんトリ―登録者数

備考

R3からR7の累計

結婚・出産・子育てしやすいむらづくり

結婚支援

結婚希望者の意向を実現し、未婚・晩婚化の解消をめざします。

事業内容
（P）

総合政策課

鳥取県が運営している結婚サポート団体である「えんトリ―」の登録経費を助成し、結婚に
結びつくよう応援をしています。

施策2-1 



基本目標２

施策２－２ 3 5

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 妊娠出産包括支援事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 H31 － － － － 40人

実績値 42人 31人 － － － －

達成度 77.5% － － － －

（単年達成度） (77.5%) 単年目標値 (40人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 0人

実績値 0人 0人 － － － －

達成度 100.0% － － － －

（単年達成度） 100.0% 単年目標値 (0人)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

事業内容
（P）

結婚・出産・子育てしやすいむらづくり

日吉津版ネウボラの深化

子どもの発達段階や個々の特性に応じた切れ目のない支援を行い、安心して子育てができる村をめざしま
す。

福祉保健課

子育て世代包括支援センター「すまいるはぐ」を設置し、出産から子育てまで切れ目のない
支援を行います。

評価指標
（KPI）

出生数

備考

毎年

・誰もが相談しやすい環境、体制づくりの一環として、乳児期から小学校期までの期間を継続的に関わるこ
とができるミライトひえづを開設します。

評価指標
（KPI）

保育所等待機児童数

備考

毎年

（活動実績）
・利用者支援事業（母子保健型）：母子保健コーディネーターを配置し、妊娠期から子育て期までの継続的
な情報提供・相談支援を実施
・産前産後サポート事業：保健師による電話連絡や継続訪問による個別相談を行い、生後５か月頃には子育
て支援センター体験を実施
・産後ケア事業：保健師（母子保健コーディネーター）が子どもの生まれた家庭を産後早期より訪問し、支
援が必要な保護者へは訪問、電話相談等で継続的な支援を実施

評価
（C）

・妊娠期から継続して関わることで、支援が必要な家庭の早期発見と継続的な介入が可能と
なりました。
・妊娠期から早期に関わることで相談先の周知・不安の軽減につながりました。
・関係機関との情報共有、早期相談を行うことにより、必要な支援事業の利用につながりま
した。

・妊娠期から子育て期まで一貫して関わることで顔の見える関係を構築し、相談しやすい環
境、体制づくりが必要です。

委員会意見

施策2-2



基本目標２

施策２－３ 4

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 コミュニティ・スクール事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 GUTS日吉津っ子育成事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 地元人材育成奨学金支援事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R2 － － － － 36人

実績値 31人 36人 － － － －

達成度 100.0% － － － －

（単年達成度） (100.0%) 単年目標値 (36人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 140人

実績値 135人 146人 － － － －

達成度 104.3% － － － －

（単年達成度） (104.3%) 単年目標値 (140人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 － － － － － 1回

実績値 － 1回 － － － －

達成度 100.0% － － － －

（単年達成度） (100.0%) 単年目標値 (1回)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 5件

実績値 1件 1件 － － － －

達成度 20.0% － － － －

（単年達成度） (100.0%) 単年目標値 (1件)

結婚・出産・子育てしやすいむらづくり

教育の充実

学校・地域が連携し、将来日吉津村に貢献する人材をともに育成します。

事業内容
（P）

教育委員会

地域の住民、保護者等と学校の相互理解を深め、信頼される学校を構築します。

教育委員会

教育委員会

奨学金を受けている方が大学卒業後、日吉津村に戻り地元の企業に通勤する場合、奨学金の
全額を助成することで、人材の確保を図ります。

学校・家庭・地域が連携をしながら、地域に根差した体験学習等を提供し、子どもの健全育
成を図ります。

R3からR7の累計

評価指標
（KPI）

日吉津小学校への入学者数

備考

R3からR7の平均

評価指標
（KPI）

カルチャー土曜塾参加者数

備考

毎年

評価指標
（KPI）

コミュニティ・スクールの新たな取り組み提案数

備考

毎年

評価指標
（KPI）

日吉津村地元人材育成奨学金支援制度利用者数

備考

施策2-3



２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・子どもの豊かな活動を提供するために、支援スタッフを地域から募集し拡充します。
・地域の大人が積極的に関わることによって、地域の子育て意識も高まり、地域力の向上にもつながるの
で、関わる大人の人材を発掘していきます。
・対象者全員への地元人材育成奨学金支援事業の周知継続します。(返還開始、返還中の全員に事業紹介文書
を送付している)

（活動実績）
・日吉津小学校運営協議会を設置し、小学校運営協議会を６回開催
・第２回日吉津村熟議（テーマ「わたしたち大人にできること」）と児童との交流事業を実施
・コミュニティ・スクールのリーフレットを作成し、村内全戸配布
・カルチャー土曜塾で、令和２年度にコロナで中止した５つの定期コースと３つの体験コースを実施
・地元人材育成奨学金支援事業の申請・交付決定者　１人

評価
（C）

・熟議での意見を受けて、学校運営協議会委員が小学校授業に参加し教員のアシスタントを
行いました。
・コロナ禍で体験の機会が減少し、カルチャー土曜塾に対する期待の声が聞かれており、
年々参加者が増えています。

・コミュニティ・スクールについての周知が必要です。
・新型コロナウイルス感染症の対策を踏まえたカルチャー土曜塾の開催を検討します。
・人口増加に寄与するよう、地元人材育成奨学金支援事業の継続が必要です。

委員会意見

施策2-3



基本目標２

施策２－４ 3 5

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 複合型子育て拠点施設整備事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 子育て支援センター運営事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 2,500人

実績値 2,000人 1,206人 － － － －

達成度 48.2% － － － －

（単年達成度） (48.2%) 単年目標値 (2,500人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 75人

実績値 67人 62人 － － － －

達成度 82.7% － － － －

（単年達成度） -(6.7%) 単年目標値 (75人)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

結婚・出産・子育てしやすいむらづくり

子育て拠点施設の活用

新しく建設される複合型子育て拠点施設においても、地域との交流等を積極的に行い、安心して子育てがで
きる村をめざします。

事業内容
（P）

福祉保健課

保育所・児童館・子育て支援センター・民俗資料館を複合化した子育て拠点施設を建設しま
す。

福祉保健課

地域における子育て支援の拠点として、子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育て
等に関する相談、援助等を行います。

評価指標
（KPI）

子育て支援センター利用者数

備考

毎年

評価指標
（KPI）

ファミリーサポートセンター登録者数

備考

R7時点

・複合型子育て拠点施設（ミライトひえづ）の令和４年７月末の施設完成、令和４年９月５日からの供用開
始に向けて準備を進めます。
・ミライトひえづの完成後は、利用者を村内者のみとし、また一時預かり事業や園庭の開放など子育て支援
センターを中心とした子育て支援の充実を図っていきます。子育て支援センターは土曜日の開所も始め、利
用者の利便性の向上を図ります。

（活動実績）
・複合型子育て拠点施設の建設に伴い、既存施設の解体（児童館、子育て支援センター、民俗資料館、保育
所一部を解体）と、新施設の建設に着工
・子育て支援センターを開所：月～金（土・日・祝日、年末年始を除く）午前９時～午後４時

評価
（C）

・村民が新施設ができる姿を実際に目にしたり、ホームページに掲載している進捗状況を確
認することで新施設に対する期待や、子育ての機運、村への愛着度の高まりが生まれまし
た。
・新型コロナウイルス感染症により日吉津村内限定者の利用となる期間が多く、村外の方と
の交流を図ることが難しかったが、村内限定となったことによって、村内の子育て家庭のよ
り密接な仲間づくりや、子育て情報の共有が図れる面もありました。

・大きな課題は生じていませんが、引き続き既存施設利用者の安全確保と利便性の確保に努
めます。
・村内限定利用となったことにより、村外の子育て情報を得にくい状況となりました。ま
た、子育てサークルの活動も村外の参加が難しく活動が縮小しました。
・ファミリーサポートセンターの利用希望に対して、支援会員数が少ないため、要望にこた
えきれていない状況となっています。

委員会意見

施策2-4



基本目標３ 評価

目標

指標項目 総人口に対する生産年齢人口

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R2 － － － － 57.4%

実績値 57.0% 56.5% － － － －

達成度 98.4% － － － －

（単年達成度） (98.4%) 単年目標値 (57.4%)

◆戦略の進捗分析／評価（総括）

【総人口に対する生産年齢人口】
　基本目標３に対する数値目標（KGI）は、総人口に対する生産年齢人口を設定しており、国勢調査の結果を実績値として評価するこ
ととしておりますので、令和７年国勢調査の結果をもって達成度を判断します。
　令和２年の国勢調査における日吉津村の結果を鳥取県内で比較すると、生産年齢人口の割合は鳥取市、米子市に次ぐ県で３番目に高
い値です。15歳未満人口の割合は14.6％と県下で一番高く、また、65歳以上の高齢者人口については28.4％と県下で一番低い値でし
た。
　参考に、令和３年12月末時点の住民基本台帳上の人口をみてみると、総人口3,575人に対して、15～64歳人口が2,020人ですので、総
人口に対する生産年齢人口は56.5％（2,020人/3,575人＝56.50％）となり、「おおむね達成」と評価できます。
　過去５年間の本村の生産年齢人口の割合について住民基本台帳上の人口を参考にしますと、H29 57.8％、H30 57.4％、R元 57.4％、
R2 57.0％、R3 56.5％であり減少傾向にあります。令和３年における15～64歳の社会増減をみると、転入者は133人、転出者は116人
と、転出者を上回る転入者ではありまが、団塊の世代が高齢になった事による高齢化の影響が大きく、生産年齢人口の割合が微減する
結果となりました。
　また、鳥取県内で比較したときの日吉津村の特徴として、25～34歳は転入者が多いことがあげられます。これは、移住定住施策に加
えて、就業場所が豊富な米子市へのアクセスのしやすさ、日吉津村に在住しながら就労ができる生活の利便性の良さが関係していると
考えられます。

働き続けられるむらづくり おおむね達成

住民の生活を支えるとともに、若年層やIJUターンの就労を望む者が希望に沿った就労ができる村をめざします。

◆数値目標（KGI）

備考

R7時点

基本目標３



基本目標３

施策３－１ 8 17

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 商工振興事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 新型コロナウイルス対策金融支援事業（感染症対策事業） 【担当課】

【事業名】 新型コロナ経済対策商品券事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 H27 － － － － 75.5%

実績値 75.0% 77.6% － － － －

達成度 102.8% － － － －

（単年達成度） 単年目標値

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

働き続けられるむらづくり

持続可能な地域経済の実現

地域経済を支える地元企業が地域の担い手となり、持続的に活躍することをめざします。

事業内容
（P）

建設産業課

商工団体と連携し、中小事業所の経営安定、福利厚生の向上及び地域経済の活性化等を図り
ます。

備考

R7時点

【事業概要】

■地域経済循環率：生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立度を示している。循環率が高
いほど地域の稼ぐ力が強いといえる。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い落ち込んだ消費を改善するために、商品券を発行し
て村内経済の活性化を図ります。

建設産業課

新型コロナ対策融資に係る利子負担を軽減することにより、資金を借り入れた事業者の経営
安定を図ります。（新型コロナウイルス感染症対応利子補給事業補助金）

アフターコロナを見据え、経営計画の策定を支援することにより、中小企業者の経営能力等
の向上を図ります。（米子日吉津商工会経営診断計画策定業務補助金）

新型コロナ感染拡大に伴い、影響を受けている村内事業者に対し、鳥取県と協調し給付的支
援を行い事業継続と雇用の維持を図ります。（コロナ禍克服支援給付金）

建設産業課

・商工団体と定期的に情報交換等を行い中小事業者のニーズ把握に努めます。
・コロナ関連施策を継続して実施し、地域産業振興に努めます。

（活動実績）
・中小企業小口融資預託　２件
・米子日吉津商工会運営補助
・新型コロナウイルス感染症対応利子補給事業補助金　金融機関 4機関・事業者 23件（延）
・米子日吉津商工会経営診断計画策定業務補助金　５件
・コロナ禍克服支援給付金　22件
・新型コロナ経済対策商品券事業　29件

評価
（C）

・令和3年度中の米子日吉津商工会会員で倒産はありませんでした。
　　＜米子日吉津商工会加入企業数＞
　　　　R3.4.1 189社 → R4.3.31 181社

・高齢化のため廃業される事業者の割合が多く、経営継承が課題として挙げられます。

委員会意見

評価指標
（KPI）

地域経済循環率

施策3-1



基本目標３

施策３－２ 15

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 がんばる地域プラン事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 小規模農家支援事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 7人

実績値 5人 5人 － － － －

達成度 71.4% － － － －

（単年達成度） (0.0%) 単年目標値 (0.4人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 60戸

実績値 40戸 33戸 － － － －

達成度 55.0% － － － －

（単年達成度） -(175.0%) 単年目標値 (4戸)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

働き続けられるむらづくり

農業の活性化

農業者が安心して農業に従事できる村をめざします。

事業内容
（P）

建設産業課

「がんばる地域プラン」により、事業基盤の強化や農業生産性の向上、多様な担い手の確保
を図ります。

建設産業課

小規模農家の営農意欲の維持・増進を図るとともに、村内の直売所への出荷を支援すること
で地産地消を促進します。

評価指標
（KPI）

農業の担い手数

備考

R7時点

評価指標
（KPI）

アスパルへ出荷する農家数

備考

R7時点

・５年計画の初年度であり、新たな施策として農業者を始め、住民に広く理解していただけるよう周知に努
めます。
・現場の声を積極的に聞き、情報収集に努めます。
・各事業をリンクさせることで、事業展開の拡大を図ってきます。

（活動実績）
・日吉津村農業未来会議を開催　４回
・日吉津村農業将来ビジョンの住民説明会を開催
・小規模農家支援　８戸

評価
（C）

・「農業将来ビジョン」の策定を通して、農業者のニーズを整理・把握することができまし
た。また、将来の目指す姿を示すことができました。
・小規模農家支援事業の制度内容を見直したことで、前年度より申請数が増えました。

・広く関係機関と連携・協力を得ながら事業の展開を図る必要があります。
・制度について対象者へ積極的に周知するとともに、将来農業ビジョンの内容を、農業者の
みならず地域住民全体への周知と参加を図る必要があります。

委員会意見

施策3-2



基本目標４ 評価

目標

指標項目 日吉津村が住みやすいと感じる方の割合

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 － － － － － 50.0%

実績値 45.4% － － － － －

達成度 － － － － －

（単年達成度）

指標項目 日吉津村に住み続けたい方の割合

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 － － － － － 60.0%

実績値 59.9% － － － － －

達成度 － － － － －

（単年達成度）

◆戦略の進捗分析／評価（総括）

【日吉津村が住みやすいと感じる方の割合・日吉津村に住み続けたい方の割合】
　基本目標４に対する数値目標（KGI）は、日吉津村が住みやすいと感じる方の割合と日吉津村に住み続けたい方の割合を設定してい
ます。この指標項目では、18歳以上の方を対象とした「むらづくりアンケート」の調査結果で評価をしております。次回のむらづくり
アンケートは令和６年度の実施を計画しておりますので、その結果をもって評価を行います。
　令和２年に実施した調査では、特徴として30歳代が日吉津村を評価する傾向が強く、特に「人のあたたかみが感じられる村である」
の項目では、「そう思う」と回答した方の割合が、全体の22.5％に対して、30歳代は51.7％と大きく上回っています。これは保育所や
小学校での取り組みを通して子育て世代と地域の関係性が構築されているためと推測できます。

魅力あふれるむらづくり 実績値なし

地域の絆を深め、村内外に元気な村のイメージを広め、人口減少社会にあっても定住先に選ばれる村をめざしま
す。

◆数値目標（KGI）

備考

次回アンケート結果

備考

次回アンケート結果

村づくりアンケート調査結果（R2.1～2実施） 単位：％

全体 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

日吉津村を「住みやすい村」だと感じますか 45.4 39.1 65.5 51.1 40.6 39.1 44.8

これからも日吉津村に住み続けたいと思いますか 59.9 43.5 65.5 57.4 50.0 59.4 69.0

活気にあふれた村である 14.1 13.0 27.6 25.5 9.4 6.3 11.5

きれいな村である 22.2 30.4 34.5 23.4 3.1 18.8 25.3

災害や事故が少なく安全な村である 30.3 34.8 41.4 25.5 21.9 21.9 37.9

緑豊かで自然に恵まれた村である 23.9 30.4 34.5 34.0 15.6 15.6 23.0

人のあたたかみが感じられる村である 22.5 21.7 51.7 25.5 12.5 12.5 23.0

生活しやすい村である 34.5 30.4 55.2 46.8 28.1 23.4 33.3

安心して子育てができる村である 34.5 26.1 48.3 42.6 37.5 21.9 36.8

村民として誇れる村である 32.4 26.1 44.8 44.7 25.0 23.4 33.3

基本目標４



基本目標４
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１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 ヴィレステひえづ拠点事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 地域政策事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 33,000人

実績値 32,483人 30,178人 － － － －

達成度 91.4% － － － －

（単年達成度） (91.4%) 単年目標値 (33,000人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 － － － － － 25件

実績値 4件 2件 － － － －

達成度 8.0% － － － －

（単年達成度） (40.0%) 単年目標値 (5件)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

魅力あふれるむらづくり

人がつながるコミュニティづくり

地域コミュニティ活動の活性化を図り、協働と参画のむらをめざします。

事業内容
（P）

教育委員会

生涯学習の場としてヴィレステひえづに村民が集い「元気な村づくり」を推進する人材を育
成します。

総合政策課

コミュニティ支援スタッフを配置するとともに、コミュニティ活動支援事業助成金を活用し
た自治会等の主体的な活動を支援しています。

評価指標
（KPI）

ヴィレステひえづ利用者数

備考

R3からR7の平均

評価指標
（KPI）

コミュニティ支援助成制度利用件数

備考

R3からR7の累計

・ボランティア募集と体験を通じ、イベントの中心となるスタッフ育成を図ります。
・実行委員会のメンバーを増やす取り組みなどを通じ、次世代の担い手の発掘と育成を図ります。
・コミュニティ助成金の使い道がわからないという意見もあり、積極的な活用を促すための周知と継続的な
コミュニティ支援スタッフの伴走支援が必要です。

（活動実績）
・ふれあいフェスタを展示のみに縮小して開催（来場者：744名）
・第３回日吉津村音楽祭開催
・自治会等の実情に応じたコミュニティ支援スタッフによる活動支援、およびコミュニティ支援スタッフ
リーダー同士の意見交換を実施

評価
（C）

・新しい講師を発掘し、ヴィレステひえづを拠点とした新たなサークル活動（子ども書道教
室、高齢者スマホ教室など）が立ち上がりました。

・各種実行委員会の中心メンバーの高齢化が進行しています。
・コミュニティ助成金の活用団体が減少しており、コミュニティ組織が必要としている支援
を検証する必要があります。

委員会意見

施策4-1



基本目標４
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１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 健康寿命延伸事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 85人

実績値 70人 19人 － － － －

達成度 22.4% － － － －

（単年達成度） (22.4%) 単年目標値 (85人)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 5.0%

実績値 5.2% 4.7% － － － －

達成度 114.0% － － － －

（単年達成度） (114.0%) 単年目標値 (5.0%)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 20人

実績値 18人 96人 － － － －

達成度 480.0% － － － －

（単年達成度） (480.0%) 単年目標値 (20人)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

評価指標
（KPI）

健康ポイント交換者数

備考

毎年

（活動実績）
・まちの保健室：高齢者学級との共催実施、併せてご当地体操の体験会実施
・食習慣改善事業：食生活コントロールキャンペーン（８・２月）実施
・健康ポイント事業：手帳を刷新し、住民が事業に取り組みやすいようポイント付与項目を追加
・健口寿命延伸事業：特定健診時歯科保健指導、妊婦歯科検診費用助成を実施
・特定健診・がん検診受診率向上事業：新40歳に健康ファイルを配布し、健康づくりに関する情報提供を
行った
・フレイル対策：フレイル予防の普及啓発、フレイル評価システムを活用したフレイルチェックを実施

評価
（C）

・健康ポイント交換者数の増加から、各種保健事業を実施することで、住民の生活習慣改善
や健康づくりへの意識向上につながっていることが伺えます。
・令和２年度は新型コロナ感染症の影響により健診・各種がん検診の受診率が低下したが、
令和３年度は微増しました。

・まちの保健室事業の自治会向け開催に取り組めていません。
・健診（検診）未受診者対策として、若い世代の受診率向上を図る必要があります。
・課内において各々実施している事業について、効率よく一体的に実施可能なものはない
か、検討する必要があります。

評価指標
（KPI）

前期高齢者の介護保険の認定を受けている人の割合

備考

R7時点

評価指標
（KPI）

『まちの保健室』参加者

備考

毎年

魅力あふれるむらづくり

いきいきと暮らせる環境づくり

医療・保健・福祉・介護が一体となった総合的な健康づくりを推進し健康寿命の延伸をめざします。

事業内容
（P）

福祉保健課

健康的な生活習慣を獲得するための健康教室やインセンティブ付与を行い、生活習慣病を予
防します。

施策4-2



３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・まちの保健室事業再開での感染対策の徹底と、感染が気になる村民向けにメディア等の有効活用にて情報
を発信します。
・住民が自ら健康づくりに取り組むことができるよう、啓発事業や健康教育等の事業の充実を図ります。
・引き続き、健診（検診）の受診勧奨を行うとともに、受診しやすい環境整備に努めます。

委員会意見

施策4-2



基本目標４

施策４－３ 11

１．総合戦略基本事項

施策目標

主な事業の概要

【事業名】 ごみの減量化事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 住宅用太陽光発電システム等導入支援事業 【担当課】

【事業概要】

【事業名】 災害対策事業 【担当課】

【事業概要】

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 R1 － － － － 570ｇ

実績値 574ｇ 576ｇ － － － －

達成度 98.9% － － － －

（単年達成度） (98.9%) 単年目標値 (570ｇ)

指標項目

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 － － － － － 30人

実績値 － 22人 － － － －

達成度 73.3% － － － －

（単年達成度） (100.0%) 単年目標値 (2人)

２．結果・自己評価

施策結果
（D）

成果

課題

（活動実績）
・防災無線等を活用したごみに関する啓発活動
・不法投棄された廃棄物については、適正処理を行うとともに警察に通報し連携を図った
・電気式生ごみ処理機等導入経費の一部を助成（電気式生ごみ処理機　４台、コンポスト　１台）
・太陽光発電システム導入補助　７件
・避難基準の改正及び村の対策本部組織の再編等を反映し、日吉津村地域防災計画を見直し
・津波ハザードマップの更新を実施し全戸配布、Web版を公開
・全職員対象の防災訓練を実施
・福祉避難所に係る設置・運営訓練に向けた協議、机上訓練の実施

評価
（C）

・不法投棄ごみは迅速に回収することで同所での投棄を増やさないよう対応しています。
・電気式生ごみ処理機及びコンポストの導入経費助成が、家庭ごみ減量の一助となっていま
す。
・太陽光発電システムの導入が進んでいます。
・全職員を対象に防災訓練を実施したことで災害時の初動体制を再確認することができ、参
加者から改善策の提案があるなど多様な視点から災害対応を検証することができました。
・福祉避難所に係る机上訓練を実施することで、課題点の抽出ができ、関係団体での共通認
識が図れました。

・依然、ごみの不法投棄があります。
・太陽光発電システム以外の機器導入に対する助成にも取り組む必要があります。
・コロナ禍で中止になった事業等の代替実施案を検討する必要があります。
・備蓄品の更新及び品目の再検討が必要です。

評価指標
（KPI）

防災士資格取得者の育成

備考

R7時点累計

評価指標
（KPI）

一人当たりのごみの排出量

備考

R3からR7の平均

魅力あふれるむらづくり

安心・安全なむらづくり

安心・安全な暮らしが送れるよう、環境負荷をできる限り低減する循環型社会の構築と防災に強いまちをめ
ざします。

事業内容
（P）

住民課

電気式生ごみ処理機の助成等を行い家庭ごみの減量化を図るとともに、正しいごみの分別や
環境保全についての周知を行います。

住民課

太陽光発電システム導入補助を行いCO2の削減と省エネルギー社会を実現します。

総務課

災害備蓄品や資器材を整備するとともに、防災訓練や防災士の育成を行い災害に備えます。

施策4-3



３．継続・改善点等

次年度に
ついて
（A）

・必要に応じ自治会に出向いてごみの分別の説明会を実施したり、ひえづ113チャンネルや防災無線などを活
用しながら、ごみの減量化に向けた取り組みを行います。
・移住定住促進を行う総合政策課、住宅の建築確認を受け付ける建設産業課と情報共有、連携を図りなが
ら、再生可能エネルギーシステムの導入を推進します。
・防災士の連絡協議会を立ち上げ、情報共有や連携及び各種研修等によるスキルアップを図り、地域防災力
の強化を目指します。

委員会意見

施策4-3



令和４年度（対象：令和３年度）

１ 地域再生計画の名称及び事業の名称

２ まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附の実績

 
３ 事業の実施状況に関する客観的な指標

４ 事業費及び関連する寄附額

ホームページ

事業の概要

事業費の内訳

指標 婚姻届出数

年 月 目標値 実績値

年 月 目標値 実績値

合計特殊出生率

株式会社 大協組 2021/10/6 ②企業名：公表、寄附額：非公表

令和３年度の実施状況について、下記のとおり報告します。

記

地域再生計画の名称 第２期日吉津村ふるさと創生推進計画

事業の名称 日吉津村ふるさと創生推進事業

シフトプラス株式会社 2021/4/19 ②企業名：公表、寄附額：非公表

株式会社アミパラ 2021/4/28 ①企業名・寄附額：公表

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税） 事業効果検証報告書

令和3年8月20日 付けで認定を受けた地域再生計画に記載されているまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に係る

寄附額（円） 受領日 公表の可否

   年度

事業費計（円） 495,402,929

寄附額計（円） 4,000,000

法人名 法人番号

地域再生計画の概要

日吉津村は、これまで人口が増加傾向であった。将来的に人口増加の推計もあるが、毎年の出生者が20人

台後半であった場合は、急激な減少はないものの、人口が減少傾向に転じる。階層別人口の推計から、子

どもを増やす取り組みは勿論だが、生産年齢人口が流入する施策にも取り組むことが、人口を減少させ

ず、維持・増加に効果的であると考える。具体的には、「住むなら日吉津！」、「子育てなら日吉

津！！」などを基本目標として掲げ、定住策、健康寿命延伸の取組等の強化を行い、将来的な人口減少傾

向を解消し、人口の増加を目指す。

指標 人口の社会動態（人）

事業の名称

移住・定住促進

申請時 2019年12月 - 66

初年度 2020年12月 - 2

申請時 2018年12月 - 17

初年度 2019年12月 - 17

（歳出） （単位：円） （歳入）

対応する地域再生計画に掲げる事業の名称

指標

住むならひえづ事業

年 月 目標値 実績値

歳出計 684,530 歳入計

内訳
地方創生応援税制の

適用のある寄附額計

※上記以外の財源

 「必要な情報を必要な時に分かりやすく提供すること」を目的とし、公式ホームぺージの運営を行うとともに、ホームページを中心

にInstagramやFacebookなど各種SNSと連携し村内外に情報発信を行うことで、安心して暮らせる環境の整備と移住定住の促進を図

る。

（単位：円）

525,000

525,000

0

申請時 2018年12月 1.7 1.75

初年度 2019年12月 1.7 2.27



事業の概要

事業費の内訳

事業の概要

事業費の内訳

事業の概要

事業費の内訳

５ 事業の目標の達成状況

対応する地域再生計画に掲げる事業の名称

事業の名称

住むならひえづ事業

新築住宅借入利息助成事業

移住・定住促進

目標達成に向け順調に推移

やや目標達成困難

目標達成困難

該当するものに「○」 達成状況

目標以上を達成

○ 概ね目標を達成

 人口の増加と地域の活性化を図かるため、金融機関から融資を受けて新築住宅を建設する者に対し、利子負担の一部を助成する。

（歳出） （単位：円） （歳入） （単位：円）

歳出計 4,444,751 歳入計 2,191,000

内訳
地方創生応援税制の

適用のある寄附額計
2,191,000

※上記以外の財源 0

事業の名称 地域魅力発信事業

対応する地域再生計画に掲げる事業の名称 住むならひえづ事業 移住・定住促進

 地域ブランド力の向上を図り村内外に魅力を発信するため、パンフレットの作成、ショッピングモールでのPRブースの設置を行

う。

（歳出） （単位：円） （歳入） （単位：円）

歳出計 724,900 歳入計 284,000

内訳
地方創生応援税制の

適用のある寄附額計
284,000

※上記以外の財源 0

事業の名称 保育所等複合施設整備事業

対応する地域再生計画に掲げる事業の名称 子育てならひえづ事業 少子化対策

内訳
地方創生応援税制の

適用のある寄附額計
1,000,000

※上記以外の財源 488,536,000

 保育所、児童館の建て替えに伴い、同一敷地内にある子育て支援センター、民俗資料館を併せて複合化し、地域との交流ができる新

たな子育ての拠点となる施設を建設する。

（歳出） （単位：円） （歳入） （単位：円）

歳出計 489,548,748 歳入計 489,536,000


